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☆IoT/５G時代の標準必須特許の活用と対応　第７回・完
近年の標準化団体のパテントポリシーの改訂と必須特許ライセンスへの影響 ⑴

１．はじめに
　本連載では、近年の標準必須特許（必須特許）を
巡る裁判例を題材の中心として、FRAND実施料算
定の考え方（アプローチ）を分析し、必須特許につ
いてのライセンス交渉でどのように実施料を算定し
て交渉を進めていくべきかを考察してきた（第２回

～第４回）。また、必須特許のライセンスオファー
に対して特許実施者はどのように交渉を進めるべき
かを考察した（第５回）。さらに、標準規格を製品
に搭載するに際して支払うことが避けられない実
施料としての知財リスクの推定方法を紹介してき
た（第６回）。最終回となる第７回は、裁判例の話
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